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・見直しの方向は、「廃止」「一部廃止」」「終期設定」「休止」「他事業と統合」「縮小」「拡大」「実施方法等の変更」「改善済み」の中から選択し、Ⅳ見直しの
必要性を踏まえ、具体的な実施計画等を分かりやすく記載すること。見直しがない場合は「現行どおり」と記載し、必要に応じてその理由を記載すること。

見直しの
必要性

有
一定の成果を上げているが、社会情勢が大きく変化している中、県民と行政が一体となった魅力あるまちづくりを一層推進していく必要がある。そ
のため、最新のまちづくりの視点も踏まえたテーマや講師の選定を行なう必要がある。また、幅広く県民に情報を発信するため、その方法について
も、検討が必要である。

Ⅴ　見直しの方向（平成３１年度当初予算等での対応状況）

実施方法等
の変更

説
明

社会のニーズに対応し、最新のまちづくりの視点を踏まえたテーマや講師の選定を行なうため、まちづくりの取組事例の調査や、国の説明会等へ
の参加など、情報収集に努める。また、情報の周知方法については、これまでHPやメルマガ、関係団体への通知等により行なってきたが、SNSの
活用などにより幅広い情報発信に努めていく。

説
明

その他
説
明

説
明

有効性
(成果向上)

判定

説
明

現在、人口減少・高齢社会が進むなど社会を取り巻く課題も大きく変化しており、持続可能なまちづくりを実現するため、地方都市においては、医
療・福祉・商業などの生活機能を集約したコンパクトなまちづくりを推進する必要がある。こうした社会情勢を背景に、まちづくりへの感心を高め、県
民と行政が一体となってまちづくりへ取り組んで行くために、こうした啓発事業は重要であり、事業を充実することにより、更に大きな効果が期待で
きる。

見直しの
余地

判定

まちづくりは、地域の住民と地元市町村が協働して行っていくものであり、多くの住民や市町村職員が共に参加し、考えることでま
ちづくり意識の高揚を図る当セミナーの役割は大変大きいと判断できる。セミナーが今後のまちづくりの参考になると、概ねの参加
者が評価する８０％を目標指標としており、その年のテーマ選定により、評価の増減はあるものの、H29年度の成果やH25年からの
平均値では目標を達成しており、一定の成果を上げている。また、毎年まちづくり功労者の表彰を継続的に実施することや、ＨＰに
よりまちづくりに関する情報を提供することで、まちづくり推進に対する県民の意識が高まりつつある。今後、更にセミナーへの参加
を県民に促し、県民と行政が一体となった個性豊かなまちづくりの推進につなげていく必要がある。

・「活動指標、成果指標の達成率」から事業の活動量、成果に係る一次評価の考え方を記載すること。
・指標がない場合や指標を補足する必要がある場合には、指標によらない成果を用いて記載すること。

Ⅳ　見直しの必要性（平成３１年度に向けた改善等の考え方）

県関与の
必要性

判定

説
明

Ⅲ　事業の評価（平成２９年度の業績評価）

活動指標 b

評
価成果指標 b

146 406決算（予算） 単位：千円　　　 149 218 226 128 129

成果指標
アンケートで「参考になる」と回答
した割合 ％

達成区分 b b -

達成率 113.8 93.8 -

実績(見込) 91.0 75.0 未実施

目標 80.0 80.0 80.0

106.3 88.8 112.5

b b b

80.0 80.0 80.0 80.0

85.0 71.0 90.0

達成区分 a b b b b ｃ

達成率 177.3 97.3 81.3 96.7 95.3

150

実績(見込) 266 146 122 145 143 99
活動指標

ふるさとまちなみデザインセミナー
参加者数

目標 150 150 150 150 150 150

66.0

Ⅱ　事業の目標、実施状況等（事業実績及び成果の達成状況）

区分 指標 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

 　　 内容

①まちづくりセミナーの開催
　アメニティ豊かなまちなみ環境創造に向け、行政・地域住民が共に考え、研修する機会となるような講習会、パネルディスカッション等を
年１回開催する。
　平成29年度：平成29年11月14日開催　山梨県立図書館
　講演　筑波大学 教授　村上暁信　「都市と農のまちづくり」
②まちづくり功労者表彰
　住環境や都市環境の改善、地域の特性をいかした、潤いと活力のある美しいまちづくりの推進に顕著な功績のあった市町村、民間の団
体、個人等を毎年２名（団体）程度表彰する。
　平成29年度：1団体（昭和町常永土地区画整理組合）
③まちづくりに関する情報の提供
 県HPを通じ、まちづくりに関する情報や、上記のまちづくりセミナー及びまちづくり功労者の情報等について県民に情報を提供している。

年度

実施主体 県（直営）

目的

だれ（何）を対象に その対象をどのような状態にして

Ⅰ　事業の概要

実施期間 始期 Ｓ６１ 年度 終期

結果、何に結びつけるのか

県民
市町村職員

・まちづくりに対する意識が醸成されている。
・まちづくりに対する資質が向上している。
・まちづくりに積極的に取組む人材が育ってい
る。

県民と行政が一体となった個性豊かなまち
づくりの推進

担当部課室 県土整備 部 都市計画 課 計画 担当 （内線） 7458

内部評価 平成３０年度 事務事業自主点検シート 様式1-1

事 業 名 まちづくり推進費 調書番号

細事業名 まちづくり啓発事業費 財務コード 143701 102

社会経済環境の変化により、当該事務事業が解決すべき課題が増えている、増えることが予想される

事業の拡大や充実を求める意見・要望が増えている

法令等により、県が実施することが義務づけられている
県が実施しないと、県民生活に深刻な影響が生じる
民間が実施した場合、現在のサービス水準を維持することが、収益性や技術面で困難である。

その他

民間委託や指定管理者制度の活用など事業手法の見直しの余地がある
業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化する余地がある
サービスの対象、水準、内容を見直す余地がある
実施体制（事業間・組織間の連携や事務分担など）を見直す余地がある

投入したコストに見合った効果が現れておらず、効果向上やコスト削減を検討する余地がある
その他

（ ）

（ ）

必要性が高い 必要性がある程度認められる 必要性が低い

大幅な成果向上が可能 成果向上はあまり望めない成果向上が可能

見直す余地がある 見直す余地がない見直す余地がある程度ある


